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一人親方および家族に対して事前にコンピュータによる問診システムを利用することによる
健診受診率や健診後の保健指導参加率に及ぼす効果について検討した。
対象者は，Ａ建設業組合国民健康保険組合Ａ県支部Ａ出張所の全加入者（本人および家族を

含む）778人のうち，2006年の健診受診者187人（男性122人，女性65人）であった。また，
2006年健診受診に際し，事前のコンピュータによる生活習慣調査票に回答した136人（男性89
人，女性47人）については，健診結果との関連を分析した。さらに，保健指導該当者77人（男
性51人，女性26人）のうち事後指導に参加した22人（男性16人，女性６人）の参加状況を分析
した。健診結果と問診結果との関連および事後の保健指導の参加状況の分析は 2 検定を用い
た。統計学的な有意水準は５％とした。
2006年の健診受診率は2004年，2005年に比べ増加傾向を示した（Ｐ＝0.016）。2006年に初め

て受診した者は若い年代層（Ｐ＝0.027），肥満（ ≧25㎏/㎡）（Ｐ＝0.006）の割合が多く，
また，食習慣に何らかの問題があり（Ｐ＝0.015），運動不足の傾向がみられた。特定健診の必
須項目である腹囲との関連はみられなかった（Ｐ＝0.760）。事後の保健指導該当者の出現率は
各年で差が認められなかったが，健康教室の参加率は，2006年のみ受診群は他年に比較して少
なかった（Ｐ＝0.102）。
コンピュータによる問診システムは日常生活における問題点の指摘や生活指導をし，また必

要な医療機関へと受診勧奨するため，健康意識の低い層へのアプローチとして健診受診率の向
上に有効であったが，保健指導の参加率の向上は認められなかった。

一人親方，メタボリックシンドローム，コンピュータによる問診，健診受診率，保健
指導参加率

Ⅰ

平成20年４月から本格的に特定健診，特定保
健指導が開始されたが1)-3)，厚生労働省は，平
成25年以降，特定健診受診率や特定保健指導参
加率などを指標とした評価の結果，医療保険者
に対して老人医療療養費の賦課金の率を定める
という厳しい姿勢を示している4)。
これまでも老人保健法や労働安全衛生法など

による健診5)や健康保険組合による人間ドック
などが広く行われてきた。しかし，健診受診率
は十分には伸びず，20歳以上の国民全体では，
心配なときはいつでも医療機関を受診できる，
時間がとれない，面倒，費用がかかるなどの理
由から６割程度にとどまっていた6)。また，保
健師や管理栄養士などによる事後指導のための
健康相談や健康教育なども，保健指導に習熟し
た人材の育成が十分でない，負担感が大きい，
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①健診の案内
②問診票・健診の実施
③健診の結果通知

①生活習慣調査（問診票）配布
②生活習慣調査票の結果通知と
健診の案内
③健診の実施
健診医による診察と保健指導勧奨
④健診結果通知と保健指導事業案内
⑤保健指導の実施と体験食事会
と運動指導
⑥健診・保健指導や運動の実施
結果の評価

計測（身長，体重，腹囲， ）
理学的検査（身体診察）
血圧測定（収縮期血圧≧130 または拡張期血圧≧85

または高血圧治療中）
血液検査
脂質代謝（空腹時中性脂肪≧150 / ， －コレステ
ロール≧140 / ，低 －コレステロール＜40 /
）

糖代謝（空腹時血糖値≧110 / または ≧5.8％ま
たは尿糖，または糖尿病治療中）

腎（尿蛋白）
肝機能（ ≧45 /Ｉ， ≧40 /Ｉ，γ－ ≧
80 /Ｉ）

貧血（血色素量：男＜13ｇ/ ，女＜12ｇ/ ，赤血球：男
＜410 104/μ ，女子＜380 104μ ，ヘマトクリット値
：男＜39％，女＜33％）

健
診
の
流
れ
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少人数のハイリスク者に対する実施にとどまり，
それ以外の人への支援体制が十分でない，参加
者を募集しても大部分は不参加であるなど，健
診中心の保健事業の中で，効果的な保健指導を
行うことの限界が明らかにされてきた7)。この
ような現状において，従来の健診方法・保健指
導の踏襲では受診率・参加率の向上は期待でき
ない8)。
今回の政策は，臨床的な意味から基準として

いる腹囲の妥当性2)や実施体制の準備不足，医
療経済効果9)-13)などいくつかの問題点を含んで
はいるが，健診後の事後指導を強化する意味で
予防医学の見地からは重要である14)。それには，
早期発見された境界群を医療機関に直結させる
のではなく，生活習慣の改善のための保健指導
を積極的に行うことが最大の課題といえる14)。
近年，コンピュータによる問診システムが開

発されている15)。個人の問診による既往歴，自
覚症状，受診状況，ライフスタイルなどの多項
目問診票（以下，生活習慣調査票）の回答結果
から，コンピュータ内のプログラムに基づいて
リスク評価を行い，本人の日常生活における問
題点を指摘し，生活習慣の改善を指導すると共
に必要に応じて医療機関への受診勧奨などを行
う。これを健診受診前に利用することによって，
自己の健康状態や生活習慣に関心をもち，実際
の健診受診や保健指導参加への動機づけとなる
ことが予測される。
Ａ建設業組合国民健康保険組合Ａ県支部Ａ出

張所の全加入者（本人および家族）（以下，Ａ
建設国保）は，被保険者の多くが大工や左官職
といった建設自営業者（以下，一人親方）であ

る。そのため，例えば，健診日当日の天気が良
いと仕事を優先させる，また身体を使う仕事で
あるため健康や体力に自信がある人が多いなど
の理由から，これまで健診受診率や保健指導参
加率が低いという問題を抱えていた。また，加
入者の特徴としては40～50歳代が過半数を占め，
加入者の出入りは比較的少なく，700人前後を
推移している。
本研究は，Ａ建設国保の加入者（本人および
家族）を対象に，コンピュータによる問診シス
テムを利用することによる健診受診率および保
健指導参加率に及ぼす効果について検討した。

Ⅱ

2006年６月Ａ建設国保の事務局の協力のもと，
健診該当の国保加入者778名に事前に生活習慣
調査票を郵送し，各自記入後，返信してもらっ
た。回収数は381人（回収率49.0％）であった。
返信された生活習慣調査票の結果通知とともに
健診の案内を送付し，健診を実施した。健診時
には専門医が問診結果に基づいて診察と保健指
導の勧奨を行った。健診結果通知後，保健指導
該当者には事後指導を行った。

生活習慣調査票は，昭和55年に（財）全国保健
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生活習慣調査票の返信

あり なし 合 計

2006年健診受診
あり
なし
合 計

注 2検定：Ｐ＝0.0000

群 2004年 2005 2006 性別 20，30代
(人)(％)

40，50代
(人)(％)

60代以上
(人)(％)

小計
(人)(％)

男女
割合
(％)

合計
(人)

生活習慣
調査票回
答者(人)

回答率
(％)

Ａ群 受診 受診 受診
男性

女性

Ｂ群
なし 受診 受診 男性

受診 なし 受診 女性

Ｃ群 なし なし 受診
男性

女性

合計
（人） 139 154 187

男性

女性

（単位 人，（ ）内％）
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福祉情報システム開発協会（以下，情報システ
ム）が開発したコンピュータによる問診システ
ム15)を利用した。情報システムの協力のもと，
従来の質問票に新たに実施されるメタボリック
シンドロームに関わる質問項目や特定保健指導
の階層化に必要な問診項目を盛り込み，健診結
果とレコードリンケージすることにより動機づ
け支援レベルと積極的支援レベルに分けられる
ようにした。
健診は，（財）全日本労働福祉協会の協力のも

と特定健診の基本項目16) を行い，健診
結果通知は，健診の結果に基づいた問題点の指
摘，生活習慣の改善指導などの情報提供を行っ
た。

Ａ建設国保の被保険者の多くは大工や左官職

などの一人親方が多いため食生活も不規則にな
りがちで，また自覚症状も仕事柄，腰痛，肩こ
りを訴えるケースが多いことから，食事指導，
食事体験による栄養指導および腰痛・肩こり解
消体操をカリキュラムとして提供した。

Ａ建設国保の全加入者778人のうち2006年の
健診受診者187人（男性122人，女性65人）を分
析の対象とした。2006年の健診受診者の特徴を
明らかにするために，対象者を2004，2005年の
健診受診状況から，３年連続して受診した群
（以下，Ａ群），2006年と2005年，または2006
年と2004年に受診した群（以下，Ｂ群），2006
年初めて受診した群（以下，Ｃ群）の３群に分
類し，健診結果について比較した。
また，2006年の健診時に事前に送付した生活
習慣調査票に回答し，健診を受診した136人
（男性89人，女性47人）については，健診結果
と問診結果との関連を分析した。さらに，2006
年の健診後，保健指導該当者となった77人（男
性51人，女性26人）のうち事後指導（教室）に
参加した22人（男性16人，女性６人）について
は，事後指導の参加状況の分析を行った。いず
れも３群間で比較した。
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血圧測定
異常あり

血液検査1)

異常あり
医療機関
受診あり

腹囲
（男性≧85㎝
女性≧90㎝）

肥満
（ ≧25
㎏/㎡）

食習慣
問題あり

運動習慣
不足傾向

Ａ群

Ｂ群

Ｃ群

合計

Ｐ2)

注 1) 血液検査項目：肝機能・腎機能・糖尿・貧血
2) 2 検定：各群と「異常又は問題あり」「正常又は問題なし」群間

健診
受診者
(人)

動機づけ支援／
積極的支援該当

者(人)

出現率
(％)

健康教室
参加者(人)

参加率
(％)

Ａ群
Ｂ群
Ｃ群
合計

（単位 上段：人（該当者／全体），下段：％）
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健診結果と問診結果との関連，
および事後の保健指導の参加状
況の分析は 2 検定を用いた。
解析には，
15.0Ｊを使用し，統計学的

な有意水準は５％とした。

Ⅲ

各年の健診受診者数，受診率
は，全体で2004年139人／765人
（18.2％），2005年154人／760
人（20.3％），2006年187人／
778人（24.0％）であり，2006年は2004,2005年
に比べて有意な増加傾向を示した（Ｐ＝0.016）。
また，2006年の健診受診の有無と生活習慣調査
票の返信についての関連を検討した結果，有意
な関連が認められた（Ｐ＝0.000） 。
さらに，2006年の健診受診者の特徴を明らか

にするために，2004，2005年の受診状況から３
群に分類し比較したところ，各群とも男性が約
６割，女性が約４割であった。年代別ではどの
群も40，50歳代が約半数を占め，Ａ群では60歳
代以上，Ｃ群では若い年代層の割合がやや多
かった（Ｐ＝0.027） 。

血圧は，収縮期血圧130 以上または拡
張期血圧85 以上，または高血圧治療中
を異常ありとし，群間の比較を行った。Ａ群は
血圧測定の結果の異常が多かった（Ｐ＝0.015）。
血液検査結果は，検査項目のいずれかに異常

所見あり，なしの２群に分類し，群間の比較を
行った。Ａ群は血液検査結果の異常が多かった
（Ｐ＝0.002）。
腹囲は男性85㎝，女性90㎝，肥満度は

25㎏/㎡を基準に２群に分類した。腹囲は，各
群間での有意差はなかったが（Ｐ＝0.760），

はＣ群の肥満割合が61.5％と多かった

（Ｐ＝0.006）。

現在治療中の病気として心疾患，脳血管疾患，
高血圧，貧血，肝疾患，糖尿病ならびに高脂血
症のうちいずれかの病気で医療機関を受診して
いるかどうかで２群に分類した。現在治療中の
病気で受診ありが約２割を占めていたが，各群
で有意差は認められなかった。
食習慣は３食規則正しく食べる，甘いものを
良く食べる，塩辛いものを好むなど10項目につ
いてすべて良好な食習慣で問題なし，１つでも
問題ありの２群に分類し，群間の比較を行った。
Ｃ群は，他の群より食習慣に問題あり群が57.7
％と多く（Ｐ＝0.015），運動習慣は，有意差は
認められなかったが運動不足の人が約半数で
あった。
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事後の保健指導該当者の出現率は，健診受診
者全体でみると41.2％（77人／187人）であり，
そのうち健康教室参加率は28.6％（22人／77
人）であった。保健指導該当者の出現率は，各
群の差は認められなかったが，健康教室参加率
はＣ群が他群に比較して少なかった（Ｐ＝
0.102）。

Ⅳ

本研究では，Ａ建設国保の加入者を対象に，
事前にコンピュータによる問診システムを利用
することによる健診受診率・保健指導参加率に
及ぼす効果について検討したところ，このシス
テムを利用した2006年の健診受診率は，2004，
2005年に比べ有意に増加傾向を示した。
その理由として，まず健診の案内方法が考え

られる。すなわち，従来の健診の案内では，毎
年受診者が固定してしまい健診受診率は向上し
なかったが，今回のシステムでは事前に生活習
慣調査票の結果通知と合わせて健診の案内を送
付することにより，本人の疾病に対する自覚を
高めさせ，その結果，受診行動へとつながった
ものと推察される。中でも2006年に初めて健診
を受診した群では，毎年受診している群に比較
して若い年代層が有意に多かった。すなわち健
診への関心が低い人，特に若者層に対して気づ
きが与えられ，健診の受診への動機づけになっ
たと思われる。健康意識の低い層へのアプロー
チとして，生活習慣調査票による問診が健診受
診率の向上に有効であったと考える。
また，肥満度や運動，食事などの生活習慣に

ついて各群を比較すると，2006年に初めて健診
を受診した群は，他の群に比較して肥満である
者の割合が有意に多く，また，生活習慣との関
連では，運動習慣では有意差は認められなかっ
たが，食習慣は３食規則正しく食べる，甘いも
のを良く食べる，塩辛いものを好むなどの10項
目のうち何らかの問題がある者が有意に多かっ
た。このことは生活習慣調査票によって自らの

健康状態や生活習慣をセルフモニタリングし，
その結果，肥満傾向や食事の問題点などに対し
て指摘されたことで，健診の受診行動へつな
がったのではないかと推察される。
一方，保健指導については，保健指導該当者
の出現率をみると各群の有意差が認められな
かったことから，特に毎年受診している群では，
健診後の事後指導ができておらず，生活習慣や
生活習慣病の改善が十分なされていなかったと
考える。健診後の事後指導が効果的にできるよ
うになれば，毎年健診を受診している群ほど減
少してくることが期待される。
また，保健指導該当者のうち健康教室への参
加率は全体で28％と高かったが，2006年初めて
受診した群は10％と他の群に比較して少なかっ
た。健診の場で医師による診察や保健指導への
勧奨を行ったが，保健指導参加率の向上には結
びつかなかった。
メタボリックシンドロームは生活習慣と密接
に関連する病態であることから，習慣化された
自分の生活に意識を向け，自らが気づき，自ら
が生活習慣を変えるための支援が，特定保健指
導では重要といえる17)。今後は，健康意識の低
い層においては，継続的な働きかけを行い，行
動変容ステージを段階的に上げていく対策が必
要であろう。

Ⅴ

今回のコンピュータによる事前問診システム
の利用は，日常生活における問題点の指摘や生
活指導，また必要な医療機関への受診勧奨を促
し，健康意識の低い層へのアプローチとして健
診受診率の向上策に有効であった。しかし，保
健指導の参加率の向上までは必ずしも結びつか
ず課題となった。今後は，健診受診率の向上策
と同時に，保健指導への連携も含めた健診受診
システムの構築が必要である。

本研究をまとめるにあたり，ご協力いただい
た（財）全国保健福祉情報システム開発協会の保
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